
議案第１号

高石市漁港管理条例制定について

高石市漁港管理条例を別紙のとおり制定する。

令和２年２月２１日提出

高石市長 阪 口 伸 六

提案理由 高石漁港の移管に伴い、その維持管理について必要な事項を定めるため、標

題の条例を制定するにつき、地方自治法第 96 条第１項第１号の規定により、議

会の議決を求めるものである。



高石市漁港管理条例

（趣旨）

第１条 この条例は、漁港漁場整備法（昭和25年法律第137号。以下「法」という。）第26

条の規定に基づき、市が漁港管理者である漁港（以下「漁港」という。）の維持管理に

関し必要な事項を定めるものとする。

（定義）

第２条 この条例の用語の意義は、法の定めるところによる。

（漁港施設の維持運営）

第３条 市長は、市が管理する漁港施設（以下「漁港施設」という。）のうち、基本施設、

輸送施設及び漁港施設用地（公共施設用地に限る。）につき、毎年度、その維持、保全

及び運営に関する計画を定めるものとする。

２ 市長は、前項の規定により計画を定めようとするときは、漁業協同組合の意見を聴か

なければならない。

（漁港の保全）

第４条 何人も、漁港の区域内において、みだりに、漁港施設を損傷する行為その他の漁

港の機能を妨げる行為をしてはならない。

（危険物等についての制限）

第５条 爆発物その他の危険物（当該船舟（いかだを含む。以下同じ。）の使用に供する

ものを除く。）又は衛生上有害と認められるもの（以下「危険物等」という。）を積載

した船舟は、市長が指示した場所でなければ、停泊、停留又は係留をしてはならない。

２ 危険物等の荷役をしようとする者は、市長の許可を受けなければならない。

３ 危険物等の種類は、規則で定める。

（漂流物等の除去命令）

第６条 市長は、漁港の区域内における漂流物等が、漁港の利用を阻害するおそれがある

と認めるときは、当該漂流物の所有者又は占有者に対し、その除去を命ずることができ

る。

２ 前項の場合において、当該除去を命ずべき者を確知することができないときは、市長

は、自ら必要な措置をとることができる。

３ 第１項の場合において、当該除去を命じられた者がこれを履行しないときは、市長は、

自ら必要な措置をとり、その費用を当該命じられた者に負担させることができる。

（陸揚げ又は出漁準備のための区域の指定等）

第７条 市長は、漁港の区域の一部を陸揚げ又は出漁準備のための区域として指定するこ

とができる。

２ 市長は、前項の指定区域内にある漁港施設の運営上必要があると認めるときは、当該

漁港施設において漁獲物、漁具、漁業用資材その他の貨物（以下「漁獲物等」という。）

の陸揚げ又は船積みを行う者に対し、陸揚げ又は船積みを行う場所、時間その他の必要

な事項につき指示することができる。



３ 前項の場合において、漁獲物等の陸揚げ又は船積みが終わった者は、直ちに、その陸

揚げ又は船積みを行った場所を清掃しなければならない。

４ 第２項の場合において、漁獲物等の陸揚げ又は船積みが終わった者は、速やかに、船

舟を第１項の指定区域外に移動しなければならない。ただし、当該区域の利用上支障が

ないと認めて市長が許可した場合は、この限りでない。

（占用の許可）

第８条 漁港施設（水域施設を除く。）を占用しようとする者は、市長の許可を受けなけ

ればならない。ただし、漁業者（市内に住所を有する漁業協同組合又はその組合員に限

る。以下同じ。）の行う占用が、漁業を営むためのものであり、かつ、工作物の設置を

伴わないものである場合は、この限りでない。

２ 市長は、前項の許可を受けようとするものが次の各号のいずれかに該当するときは、

同項の許可を与えない。

(1) 漁港施設の占用が高石市暴力団排除条例（平成24年高石市条例第20号）第２条第１

号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。）の利益になり、又はなるおそれがあ

ると認められるとき。

(2) 前号に掲げるもののほか、漁港施設の管理上支障があると認められるとき。

３ 市長は、第１項の許可に、漁港施設の管理上必要な条件を付することができる。

４ 第１項の占用の期間は、10年を超えることができない。ただし、市長が特別の理由が

あると認めるときは、この限りでない。

（使用の許可）

第９条 船舟を係留するために岸壁及び物揚場（その前面水域が法第39条第５項の規定に

より市長が指定する区域内に存するものに限る。）のうち市長が公示して指定するもの

を使用しようとする者は、市長の許可を受けなければならない。ただし、漁業者が漁船

（漁船法（昭和25年法律第178号）第２条第１項に規定する漁船をいう。以下同じ。）を

係留する場合は、この限りでない。

２ 前条第２項及び第３項の規定は、前項の規定による許可について準用する。

（利用の届出）

第１０条 漁港施設を利用しようとする者は、規則で定めるところにより、市長に届け出

なければならない。ただし、次に掲げる許可を受けて漁港施設を利用する場合又は漁港

施設のうち航路及び道路を通行のため利用する場合は、この限りでない。

(1) 法第39条第１項の規定による許可

(2) 第８条第１項の規定による許可

(3) 前条第１項の規定による許可

（占用料及び使用料）

第１１条 漁港施設を利用しようとする者は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該

各号に定める占用料又は使用料（以下「占用料等」という。）を納付しなければならな

い。

(1) 第８条第１項の規定による許可を受けた場合 別表第１に掲げる占用料



(2) 第９条第１項の規定による許可を受けた場合 別表第２に掲げる使用料

２ 既納の占用料等は、還付しない。ただし、市長は、特別の理由があると認めるときは、

その全部又は一部を還付することができる。

３ 市長は、特別の理由があると認めるときは、占用料等を減額し、又は免除することが

できる。

（土砂採取料及び占用料）

第１２条 漁港の区域内の水域（市以外の者がその権原に基づき管理する土地に係る水域

を除く。）及び公共空地について法第39条第１項の規定による採取又は占用の許可を受

けた者は、土砂１立方メートル（１立方メートル未満であるとき、又は１立方メートル

未満の端数があるときは、１立方メートル）につき313円の割合で計算して得た額の土砂

採取料又は別表第３に掲げる占用料を納付しなければならない。ただし、同条第４項の

国の機関及び地方公共団体については、この限りでない。

２ 前項の土砂採取料及び占用料については、前条第２項及び第３項の規定を準用する。

（入出港届）

第１３条 総トン数20トン以上の船舶は、入港したとき、又は出港しようとするときは、

規則で定めるところにより市長に届け出なければならない。ただし、漁港を根拠地とす

る漁船及び監視船、警備船その他公務に従事する船舶については、この限りでない。

（許可の取消し等）

第１４条 市長は、次の各号のいずれかに該当する者に対し、その許可を取り消し、その

許可に付した条件を変更し、又はその行為の中止、既に設置した工作物の改築、移転若

しくは除去、当該工作物により生ずべき漁港の保全上若しくは利用上の障害を予防する

ため必要な施設の設置若しくは原状の回復を命ずることができる。

(1) 第８条第１項又は第９条第１項の規定に違反した者

(2) 第８条第３項（第９条第２項において準用する場合を含む。）の規定により付した

条件に違反した者

(3) 偽りその他不正の行為により第８条第１項又は第９条第１項の規定による許可を

受けた者

(4) その占用又は使用が暴力団の利益になり、又はなるおそれがあると認められる者

第１５条 市長は、法第17条第１項に規定する特定漁港漁場整備事業その他の漁港の工事

の施行又は漁港の維持管理のため特に必要があると認めるときは、第８条第１項又は第

９条第１項の規定による許可を受けた者に対し、前条に規定する処分をし、又は同条に

規定する必要な措置を命ずることができる。

（過料）

第１６条 次の各号のいずれかに該当する者は、50,000円以下の過料に処する。

(1) 第５条第１項若しくは第２項、第８条第１項又は第９条第１項の規定に違反した者

(2) 第６条第１項、第14条又は前条の規定による市長の命令に従わない者

２ 第10条又は第13条の規定に違反した者は、25,000円以下の過料に処する。

３ 偽りその他不正の行為により占用料等の徴収を免れた者は、その徴収を免れた金額の



５倍に相当する金額（当該５倍に相当する金額が50,000円を超えないときは、50,000円

とする。）以下の過料に処する。

（過怠金）

第１７条 偽りその他不正の行為により第12条第１項の土砂採取料又は占用料の徴収を免

れた者から、その徴収を免れた金額の５倍に相当する金額以下の過怠金を徴収する。

（委任）

第１８条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定

める。

附 則

この条例は、令和２年４月１日から施行する。

別表第１（第11条関係）

区分 単位 金額

岸壁 １平方メー

トル１月

294円

物揚場 77円

船揚場 52円

漁港施設

用地

一般占用 工作物の設置を目的としないもの １平方メー

トル１日

２円80銭

工作物の設置を目的とするもの １平方メー

トル１月

26円

特別占用 308円

外郭施設 電柱（本柱、支柱、

支線柱、電気工作

物等）

第１種電柱 １本１年 1,870円

第２種電柱 2,970円

第３種電柱 4,070円

標柱（自動車停留場の標柱等） 2,090円

管類（ガス管、水

道管、下水道管そ

の他これらに類す

るもの）

外径40センチメートル未満のもの １メートル

１年

351円

外径40センチメートル以上１メー

トル未満のもの

890円

外径１メートル以上のもの 1,760円

地下構造物（マンホール等） １平方メー

トル１年

2,640円

高架構造物（起重機等） 1,967円

仮設物（工事用板囲い、足場等） １平方メー

トル１月

581円

広告物（添加広告物等） 表示面積１

平方メート

ル１年

5,830円

公衆電話所 １個１年 2,640円



備考

１ 占用料の額が年額で定められている占用物件に係る占用の期間が１年未満である

とき、又はその期間に１年未満の端数があるときは月割りをもって計算し、その期

間に１月未満の端数があるときは１月として計算する。

２ 占用料の額が月額で定められている占用物件に係る占用の期間が１月未満である

とき、又はその期間に１月未満の端数があるときは、１月として計算する。

３ 表示面積、占用面積若しくは占用物件の面積若しくは長さが１平方メートル未満

若しくは１メートル未満であるとき、又はこれらの面積若しくは長さに１平方メー

トル未満若しくは１メートル未満の端数があるときは、１平方メートル又は１メー

トルとして計算する。

４ 電柱、標柱、管類、広告物又は公衆電話所を設けるため物揚場、船揚場又は漁港

施設用地を占用する場合の占用料の額は、表中の該当規定にかかわらず、外郭施設

を占用する場合の占用料の額と同額とする。

５ １件の占用料の額が100円未満の場合は100円とし、その額が100円を超える場合に

おいてその額に10円未満の端数があるときはこれを10円に切り上げた額とする。

６ 「第１種電柱」とは電柱のうち３条以下の電線（当該電柱を設置する者が設置す

るものに限る。以下同じ。）を支持するものを、「第２種電柱」とは電柱のうち４

条又は５条の電線を支持するものを、「第３種電柱」とは電柱のうち６条以上の電

線を支持するものをいう。

７ 「特別占用」とは漁船を除く船舟を置くための占用を、「一般占用」とは特別占

用以外の占用をいう。

道路 電柱（本柱、支柱、

支線柱、電気工作

物等）

第１種電柱 １本１年 1,700円

第２種電柱 2,700円

第３種電柱 3,700円

標柱（自動車停留場の標柱等） 1,900円

管類（ガス管、水

道管、下水道管そ

の他これらに類す

るもの）

外径40センチメートル未満のもの １メートル

１年

320円

外径40センチメートル以上１メー

トル未満のもの

810円

外径１メートル以上のもの 1,600円

地下構造物（マンホール等） １平方メー

トル１年

2,400円

高架構造物（起重機等） 1,790円

仮設物（工事用板囲い、足場等） １平方メー

トル１月

530円

広告物（添加広告物等） 表示面積１

平方メート

ル１年

5,300円

公衆電話所 １個１年 2,400円



８ 占用期間が１月に満たない場合における漁港施設用地及び道路の占用料の額は、

金額の欄に定める金額に、当該占用期間に相当する期間を単位の欄に定める期間で

除して得た数を乗じて得た額に100分の110を乗じて得た額とする。

別表第２（第11条関係）

備考

１ 時間の計算については、単位時間に満たない端数は、当該単位時間とする。

２ 総トン数又は長さに１トン未満又は１メートル未満の端数があるときは、その端

数は１トン又は１メートルとして計算するものとする。

３ １件の使用料の額に10円未満の端数があるときは、これを10円に切り上げた額と

する。

別表第３（第12条関係）

区分 単位 金額

総トン数20トンを超える船舶を係留する場合 24時間総トン数１ト

ン

12円81銭

超過12時間総トン数

１トン

６円40銭

総トン数５トン以上20トン以下の船舶を係留す

る場合

24時間 254円

超過12時間 127円

その他の船舟を

係留する場合

その船舟の全長が12メートルを

超えるもの

24時間１メートル 21円38銭

超過12時間１メート

ル

10円69銭

その船舟の全長が12メートル以

下のもの

24時間 254円

超過12時間 127円

区分 単位 金額

水域 電柱（本柱、支柱、支線柱、

電気工作物等）又は係留の

ためのくい

第１種電柱又は係留

のためのくい

１本１年 1,700円

第２種電柱 2,700円

第３種電柱 3,700円

管類（ガス管、水道管、下

水道管その他これらに類

するもの）

外径40センチメート

ル未満のもの

１メートル１年 320円

外径40センチメート

ル以上１メートル未

満のもの

810円

外径１メートル以上

のもの

1,600円

その他の物 １平方メートル１年 194円

公共空地 電柱（本柱、支柱、支線柱、第１種電柱 １本１年 1,700円



備考

１ 占用料の額が年額で定められている占用物件に係る占用の期間が１年未満である

とき、又はその期間に１年未満の端数があるときは月割りをもって計算し、その期

間に１月未満の端数があるときは１月として計算する。

２ 占用料の額が月額で定められている占用物件に係る占用の期間が１月未満である

とき、又はその期間に１月未満の端数があるときは、１月として計算する。

３ 表示面積、占用面積若しくは占用物件の面積若しくは長さが１平方メートル未満

若しくは１メートル未満であるとき、又はこれらの面積若しくは長さに１平方メー

トル未満若しくは１メートル未満の端数があるときは、１平方メートル又は１メー

トルとして計算する。

４ １件の占用料の額が100円未満の場合は100円とし、その額が100円を超える場合に

おいてその額に10円未満の端数があるときはこれを10円に切り上げた額とする。

５ 「第１種電柱」とは電柱のうち３条以下の電線を支持するものを、「第２種電柱」

とは電柱のうち４条又は５条の電線を支持するものを、「第３種電柱」とは電柱の

うち６条以上の電線を支持するものをいう。

６ 占用期間が１月に満たない場合における水域及び公共空地の占用料の額は、金額

の欄に定める金額に、当該占用期間に相当する期間を単位の欄に定める期間で除し

て得た数を乗じて得た額に100分の110を乗じて得た額とする。

電気工作物等） 第２種電柱 2,700円

第３種電柱 3,700円

標柱（自動車停留場の標柱等） 1,900円

管類（ガス管、水道管、下

水道管その他これらに類

するもの）

外径40センチメート

ル未満のもの

１メートル１年 320円

外径40センチメート

ル以上１メートル未

満のもの

810円

外径１メートル以上

のもの

1,600円

広告物（添加広告物等） 表示面積１平方メー

トル１年

5,300円

仮設物（工事用板囲い、足場等） １平方メートル１月 530円

漁船を除く船舟 201円

その他の物 19円
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高石市生産緑地地区の区域の規模に関する条件を定める条例制定について 

 

 

 

 

 

 

 高石市生産緑地地区の区域の規模に関する条件を定める条例を裏面のとおり制定する。 

 

 

 

 

令和２年２月２１日提出 

高石市長 阪 口 伸 六 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  生産緑地法第３条第２項の規定により、本市の生産緑地地区の区域の規模に

関する条件を定めるため、標題の条例を制定するにつき、地方自治法第 96 条第

１項第１号の規定により、議会の議決を求めるものである。 



   高石市生産緑地地区の区域の規模に関する条件を定める条例 

 

 生産緑地法（昭和49年法律第68号）第３条第２項の規定により条例で定める本市におけ

る生産緑地地区の区域の規模に関する条件は、300平方メートル以上であることとする。 

 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 



議案第３号 

 

 

 

 

 

 

高石市道路の構造の技術的基準を定める条例の全部改正について 

 

 

 

 

 

 

 高石市道路の構造の技術的基準を定める条例の全部を裏面のとおり改正する。 

 

 

 

 

令和２年２月２１日提出 

高石市長 阪 口 伸 六 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  道路構造令の改正により自転車通行帯に関する規定が新たに設けられたこと

等に伴う所要の改正、及び同様に政令を参酌している基準について整理を行う

ため、標題の条例を制定するにつき、地方自治法第 96条第１項第１号の規定に

より、議会の議決を求めるものである。 



高石市道路の構造の技術的基準等を定める条例 

 

高石市道路の構造の技術的基準を定める条例（平成25年高石市条例第５号）の全部を改

正する。 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、道路法（昭和27年法律第180号。以下「法」という。）第30条第３項

及び第45条第３項並びに高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成

18年法律第91号）第10条第１項の規定に基づき、市道の構造の技術的基準及び市道に設

ける道路標識の寸法並びに移動等円滑化のために必要な市道の構造に関する基準を定め

るものとする。 

２ 前項の市道の構造は、自動車交通量及び沿道の土地利用状況を踏まえ、歩行者及び自

転車の安全かつ快適な通行が図られるものとする。 

（市道の構造の技術的基準） 

第２条 法第30条第３項の規定による条例で定める基準は、道路構造令（昭和45年政令第

320号）で定める基準をもって、その基準とする。 

（道路標識の寸法） 

第３条 法第45条第３項の規定による条例で定める道路標識の寸法は、道路標識、区画線

及び道路標示に関する命令（昭和35年総理府・建設省令第３号）に定めるとおりとする。 

 （移動等円滑化のために必要な市道の構造に関する基準） 

第４条 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律第10条第１項の条例で定

める基準は、移動等円滑化のために必要な道路の構造に関する基準を定める省令（平成

18年国土交通省令第116号）で定める基準をもって、その基準とする。 

 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の際、現に新設又は改築の工事中の市道については、この条例による

改正後の高石市道路の構造の技術的基準等を定める条例の規定にかかわらず、なお従前

の例による。 

 （高石市移動等円滑化のために必要な道路の構造の基準を定める条例の廃止） 

３ 高石市移動等円滑化のために必要な道路の構造の基準を定める条例（平成25年高石市

条例第６号）は、廃止する。 

 



議案第４号

高石市国民健康保険条例の一部を改正する条例制定について

高石市国民健康保険条例の一部を改正する条例を裏面のとおり制定する。

令和２年２月２１日提出

高石市長 阪 口 伸 六

提案理由 国民健康保険法施行令の改正に伴い、国民健康保険料の賦課限度額及び軽減

判定基準額を改正するため、標題の条例を制定するにつき、地方自治法第 96 条

第１項第１号の規定により、議会の議決を求めるものである。



高石市国民健康保険条例の一部を改正する条例

高石市国民健康保険条例（昭和36年高石町条例第６号）の一部を次のように改正する。

第15条の６中「580,000円」を「610,000円」に改める。

第19条第１項第２号中「280,000円」を「285,000円」に改め、同項第３号中「510,000円」

を「520,000円」に改める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、令和２年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この条例による改正後の高石市国民健康保険条例の規定は、令和２年度以後の年度分

の保険料について適用し、令和元年度分までの保険料については、なお従前の例による。
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議案第４号参考資料

高石市国民健康保険条例新旧対照表
新 旧

（基礎賦課限度額） （基礎賦課限度額）

第１５条の６ 第12条又は第15条の２の基礎賦課額（一般被保険者と退職被保険者等が同一の

世帯に属する場合には、第12条の基礎賦課額と第15条の２の基礎賦課額との合算額をいう。

第18条及び第19条第１項において同じ。）は、610,000円を超えることができない。

第１５条の６ 第12条又は第15条の２の基礎賦課額（一般被保険者と退職被保険者等が同一の

世帯に属する場合には、第12条の基礎賦課額と第15条の２の基礎賦課額との合算額をいう。

第18条及び第19条第１項において同じ。）は、580,000円を超えることができない。

（保険料の減額） （保険料の減額）

第１９条 略 第１９条 略

(1) 略 (1) 略

(2) 前号に規定する総所得金額及び山林所得金額並びに他の所得と区分して計算される所

得の金額の合算額が、地方税法第314条の２第２項に掲げる金額に、285,000円に当該年度

の保険料賦課期日（賦課期日後に保険料の納付義務が発生した場合には、その発生した日

とする。）現在において当該世帯に属する被保険者の数と特定同一世帯所属者の数の合計

数を乗じて得た額を加算した金額を超えない世帯に係る保険料の納付義務者であつて前

号に該当する者以外の者 アに掲げる額に当該世帯に属する被保険者のうち当該年度分

の基礎賦課額の被保険者均等割額の算定の対象とされるものの数を乗じて得た額とイに

掲げる額とを合算した額

(2) 前号に規定する総所得金額及び山林所得金額並びに他の所得と区分して計算される所

得の金額の合算額が、地方税法第314条の２第２項に掲げる金額に、280,000円に当該年度

の保険料賦課期日（賦課期日後に保険料の納付義務が発生した場合には、その発生した日

とする。）現在において当該世帯に属する被保険者の数と特定同一世帯所属者の数の合計

数を乗じて得た額を加算した金額を超えない世帯に係る保険料の納付義務者であつて前

号に該当する者以外の者 アに掲げる額に当該世帯に属する被保険者のうち当該年度分

の基礎賦課額の被保険者均等割額の算定の対象とされるものの数を乗じて得た額とイに

掲げる額とを合算した額

ア・イ 略 ア・イ 略

(3) 第１号に規定する総所得金額及び山林所得金額並びに他の所得と区分して計算される

所得の金額の合算額が、地方税法第314条の２第２項に掲げる金額に、520,000円に当該年

度の保険料賦課期日（賦課期日後に保険料の納付義務が発生した場合には、その発生した

日とする。）現在において当該世帯に属する被保険者の数と特定同一世帯所属者の数の合

計数を乗じて得た額を加算した金額を超えない世帯に係る保険料の納付義務者であつて

前２号に該当する者以外の者 アに掲げる額に当該世帯に属する被保険者のうち当該年

度分の基礎賦課額の被保険者均等割額の算定の対象とされるものの数と特定同一世帯所

属者の数の合計数を乗じて得た額とイに掲げる額とを合算した額

(3) 第１号に規定する総所得金額及び山林所得金額並びに他の所得と区分して計算される

所得の金額の合算額が、地方税法第314条の２第２項に掲げる金額に、510,000円に当該年

度の保険料賦課期日（賦課期日後に保険料の納付義務が発生した場合には、その発生した

日とする。）現在において当該世帯に属する被保険者の数と特定同一世帯所属者の数の合

計数を乗じて得た額を加算した金額を超えない世帯に係る保険料の納付義務者であつて

前２号に該当する者以外の者 アに掲げる額に当該世帯に属する被保険者のうち当該年

度分の基礎賦課額の被保険者均等割額の算定の対象とされるものの数と特定同一世帯所

属者の数の合計数を乗じて得た額とイに掲げる額とを合算した額

ア・イ 略 ア・イ 略

２～４ 略 ２～４ 略

附 則

（施行期日）

１ この条例は、令和２年４月１日から施行する。
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（経過措置）

２ この条例による改正後の高石市国民健康保険条例の規定は、令和２年度以後の年度分の保

険料について適用し、令和元年度分までの保険料については、なお従前の例による。



議案第５号

高石市印鑑条例の一部を改正する条例制定について

高石市印鑑条例の一部を改正する条例を裏面のとおり制定する。

令和２年２月２１日提出

高石市長 阪 口 伸 六

提案理由 成年被後見人等の権利の制限に係る措置の適正化等を図るための関係法律の

整備に関する法律の施行に伴い、総務省の印鑑登録証明事務処理要領が改正さ

れたことを受け、本市の印鑑の登録資格を改正するため、標題の条例を制定す

るにつき、地方自治法第 96 条第１項第１号の規定により、議会の議決を求める

ものである。



高石市印鑑条例の一部を改正する条例

高石市印鑑条例（平成２年高石市条例第10号）の一部を次のように改正する。

第２条第２項第２号を次のように改める。

(2) 意思能力を有しない者（前号に掲げる者を除く。）

附 則

この条例は、公布の日から施行する。
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議案第５号参考資料

高石市印鑑条例新旧対照表
新 旧

（登録の資格）

第２条 略

２ 略

(1) 略

(2) 意思能力を有しない者（前号に掲げる者を除く。）

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

（登録の資格）

第２条 略

２ 略

(1) 略

(2) 成年被後見人























































議案第１６号

高石市固定資産評価審査委員会委員の選任について

次の者を高石市固定資産評価審査委員会委員に選任したいので、議会の同意を求める。

令和２年２月２１日提出

高石市長 阪 口 伸 六

記

氏 名 田 村 周 治

住 所 ■■■■■■■■■■■

生年月日 ■■■■■■■■■■

提案理由 本市固定資産評価審査委員会委員のうち田村周治氏の任期満了（令和２年３

月 31 日）に伴い、その後任を選任するにつき、地方税法第 423 条第３項の規定

により、議会の同意を求めるものである。



議案第１７号

財産の処分について

次のとおり土地を処分する。

令和２年２月２１日提出

高石市長 阪 口 伸 六

記

１．所在地 ①高石市高砂３丁目２番３（予定地番）

②高石市高砂３丁目８４番２（予定地番）

２．地目 ①公衆用道路（予定地目：宅地）

②雑種地

３．面積 ① ７，８６２．６７㎡

② ３，０５７．９７㎡

計１０，９２０．６４㎡

４．売却予定金額 ４１８，２６０，５１２円

５．売却の相手方 大阪市中央区平野町４丁目１番２号

大阪瓦斯株式会社

提案理由 上記土地を処分するにつき、地方自治法第 96 条第１項第８号及び議会の議決

に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第３条の規定により、議

会の議決を求めるものである。



議案第１８号 

 

 

 

 

 

 

市道路線の認定について 

 

 

 

 

 

 

 裏面の路線を市道として認定する。 

 

 

 

 

令和２年２月２１日提出 

高石市長 阪 口 伸 六 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
提案理由  裏面の路線を市道として認定するにつき、道路法第８条第２項の規定により、

議会の議決を求めるものである。 

 



 

 市道路線の認定箇所 

 

 

 

 市道路線の認定 

 

番号 路線名 起点 終点 
幅員（ｍ） 延長

（ｍ） 最大 最小 

１ 
高師浜 

321 号線 

高師浜 3丁目 

466 番 14 地先 

高師浜 3丁目 

466 番 6 地先 
4.70 4.70 30.76 

２ 
千代田 

108 号線 

千代田 1丁目 

818 番 26 地先 

千代田 1丁目 

831 番 5 地先 
4.70 4.10 55.65 

３ 
綾園 

604 号線 

綾園 6丁目 

184 番 7 地先 

綾園 6丁目 

184 番 14 地先 
5.70 5.70 53.42 

４ 
東羽衣 

715 号線 

東羽衣 7丁目 

15 番 10 地先 

東羽衣 7丁目 

15 番 5 地先 
4.70 4.70 46.13 

５ 
取石 

328 号線 

取石 3丁目 

54 番 1 地先 

取石 3丁目 

58 番 41 地先 
6.70 6.70 73.30 

６ 
取石 

329 号線 

取石 3丁目 

272 番 2 地先 

取石 3丁目 

273 番地先 
4.70 4.70 31.67 

７ 
取石 

619 号線 

取石 6丁目 

1 番 6 地先 

取石 6丁目 

1 番 4 地先 
4.70 4.70 12.65 



認定箇所見取図　

番号 路　線　名

① 高師浜321号線

② 千代田108号線

③ 綾園604号線

④ 東羽衣715号線

⑤ 取石328号線

⑥ 取石329号線

⑦ 取石619号線



① 高師浜３２１号線

高 師 浜 三 丁 目

5

2

3

4

3.3

2.9

2.8

2.7

2.5

2.4

3.6

3.4

2.64

市立体育館

高石小学校

3

5

2.7

3

2

2

2.9

2

2

2.9

2.8

　公
　

　園
　

2.9

1：1,500

認定箇所図

縮尺　1/1,500

① 高師浜３２１号線



② 千代田１０８号線

　二
　

　丁
　

　目
　

　千
　

　代
　

　田
　

　一
　

　丁
　

　目
　

5

2

3

4 2.5

2.7

3.3

3.1

2.9

2.8

公園

念通寺

大師堂

高石郵便局

2.8

3

3

2.5

2.8

2

3.1

2

2

2

2
2

3

3

2.9

3

3

2

3

3

2

3.3

2

3

3

3

3

2

2.9

千 代 田 一

　千
　

　代
　

　田
　

一

般

府

道

2

3

3

　千
　

　代
　

　田
　

　公
　

　民
　

　館
　

1：1,500

認定箇所図

縮尺　1/1,500

② 千代田１０８号線



③ 綾園６０４号線

綾 園 六 丁 目

泉大津市

綾 園 六 丁 目

7

2

3

4

6 8.4

7.8

7.3

6.9

6.6

5.3

5.2

4.9

4.8

4.6

4.1

3.9

8.7

善称寺

大園自治会館

4.9

2

2

3

2

3

2

2

3

3

2

2

3

8.9

創価学会高石文化会館

6

1：1,500

認定箇所図

縮尺　1/1,500

③ 綾園６０４号線



④ 東羽衣７１５号線

東 羽 衣 七 丁 目

6

2

3
4

53.6

3.9

3.3

4.5

4.4

4.2

4.0

公園

万成橋

高富橋

（河川工事中）

南海工事事務所

（
河
川
改
修
工
事
中
）

4.2

2

2

3

4

2

6

2

2

3

3

3

6

2

4

5

　公
　

　園
　

　浜
　

　寺
　

　病
　

　院
　

　東
　

　羽
　

　衣
　

　郵
　

　便
　

　局
　

東 羽 衣 七 丁 目

東羽衣保育所

3

1：1,500

認定箇所図

縮尺　1/1,500

④ 東羽衣７１５号線



⑤ 取石３２８号線

5

2

3

4

14

9.9
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⑥ 取石３２９号線
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⑦ 取石６１９号線
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報告第３号

寄附金収受の報告について

次のとおり寄附金を収受したので報告する。

令和２年２月２１日提出

高石市長 阪 口 伸 六

記

寄 附 者 ■■■■■■■■■■■■■

■■■■■■■■

寄附金額 １，０００，０００円

寄附目的 指定寄附（福祉）






















































